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第 1章では、本稿が定める NGOの定義と範囲を定める。その為に、まず NGOが国連
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析した。収入規模が大きい団体は収入源が集中するという Foster & Fine(2007)の指摘を
基に、対象 15団体の HHIを算出し相関分析を行なった。収入源の集中化と収入規模につ
いては、中程度の正の相関がみられた(r=.569,p<0.01)。更に団体の設立年と収入規模につ
いて相関を確認し、弱い正の相関を確認した(r=.275,p<0.01)。加えて団体の設立年数と収
入集中化について相関分析を行い、弱い正の相関を確認した(r=.259,p<0.01)。 
このことからも、団体の活動期間と成長に一定の関係があるものの、もっとも大きな成
長要因は団体の収入源の集中化であった。規模が 10 億円を超えた以降は、収入源がより
集中化することも明らかになった。そこで規模が 10 億円を超える団体が行う事業につい
て確認したところ、核となる事業が存在していることが明らかになった。ここでいう事業
とは、事業収入のことではなく、その団体が提供するサービスや商品といったビジネスの
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ことである。その為団体によって主な収入源も、寄付金であったり、助成・補助金であっ
たりする。このことからも平常時においては、これら核となる事業の強化が必要であるこ
とが示された。また先に挙げた馬場・山内(2010)などの研究では、小規模から中規模へ拡
大をするには、事業収入の重要性が指摘されたが、本稿が対象とする大規模団体では、必
ずしも事業収入の拡大とは限らず、団体毎に異なっていた。この点は、先行研究にはない
新しい発見である。 
次に、インタビュー調査にて団体が成長要因に挙げた外部環境について確認を行った。
いくつか挙げられた外部環境の内、欠損データの無い 2011 年の東日本大震災について分
析を行った結果、震災対応を行ったか否かで、収入規模を成長または維持につなげている
ことがわかった。また阪神淡路大震災などの社会的な出来事の発生を、収入推移と照らし
合わせた結果、発生年度は一過性であるものの対応した団体では成長している様子が確認
できた。更に数値として表すことはできないが、これら社会的な出来事に対応することで、
一般の人がその団体を知る機会になることや、得られた一過性の寄付や助成・補助金など
を、団体の組織基盤強化に活用することにより、その後の成長につなげていることも把握
できた。 
これらの結果を本稿が定義する戦略に適応すると次のことが言える。組織は、環境の変
化に応じて所有する資源を合理的に分配することで収入規模を成長させる (Strat 2011)。
ここでいう NGO の環境とは、上述の通り、平常時と外部環境が変化する社会的な出来事
の 2つがある。つまり NGOが成長するために採るべき戦略は、平常時と外部環境が変化
する社会的な出来事と分けて決定することが求められる。具体的には、まず平常時では、
主に支援者のニーズを分析し、そのニーズに応じた活動に対して、資源を合理的に分配す
る、つまり各団体に適した事業に特化し、収入源を集中化させることで、団体の成長につ
なげる。次に外部環境が変化するほどの社会的な出来事の発生時には、積極的にそれらに
対応することで、新たにヒト・モノ・カネ・情報といった資源を得ることができる。また
団体の知名度を高める機会になることや、新たに得た資源を平常時における主な活動、ま
たそれを支える組織基盤の強化に向けるこで更なる成長を実現させるのである。こうした
2 つの異なる環境下に適した戦略をとり続けることが、成長する為に必要であると結論づ
けた。 
本稿の研究は、日本国の大規模団体を対象としている。これは中小規模の団体にも適用
できるはずである。また、本稿の調査対象は健全な団体を対象としているが、一時期はそ
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れなりの規模や注目を得ていたが、すでに退場したかそれに近い状態にある団体、加えて
一定額まで規模を上昇させた後、停滞が続く団体との比較が考えられる。そこからは、新
たな成長要因が発見できる可能性がある。更に国内外の主だった外部環境の変化を成長機
会と捉えたが、支援する国・地域の経済や教育状況、政策の変化も対象化し、分析に含め
ることも残された課題である。その他に本稿の研究は団体側の視点からの考察であるが、
政府や財団、企業、一般寄付者などの支援者側の視点からの、NGO 研究も必要である。
今後の課題としたい。 





